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一関市中心市街地空き店舗解体等補助金交付要綱 

（目的） 

第１ 中心市街地における遊休資産の利活用の可能性を広げ、中心市街地の活性化を図る

ため、中心市街地における空き店舗等の解体等に要する経費に対し、予算の範囲内で一

関市補助金交付規則（平成17年一関市規則第52号。以下「規則」という。）及びこの告示

により補助金を交付する。 

 （定義） 

第２ この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 中心市街地 西は磐井川から東は東北本線までの区域内にある都市計画法(昭和43

年法律第100号)第９条第10項に規定する商業地域をいう。 

 空き店舗等 建物であって、店舗等として使用がなされた後、居住その他の使用が

されていないことが常態であるものをいう。 

 店舗等 顧客の利便又は誘引に資するもので、かつ、商品やサービスを継続的に提

供することを目的とした事業の用に供する施設（当該事業の用に供する部分と居住そ

の他の用に供する部分が併存する建物を含む。）をいう。 

 所有者等  空き店舗等の所有者又は相続人（所有者又は相続人が複数人の場合は、

全員から第４に規定する補助対象事業の実施に係る同意を得ている者に限る。）をいう。 

 所有者等グループ 隣接又は近接する空き店舗等において補助対象事業を実施する

ため、複数の所有者等で構成する集団をいう。 

 （補助対象者） 

第３ 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当する者とする。 

 所有者等又は所有者等グループであること。 

 空き店舗等に抵当権等の担保権、賃借権等の用益権その他の所有権以外の権利が設

定されている場合は、当該権利者全員から第４に規定する補助対象事業の実施に関す

る同意を得られていること。 

 居住地又は主たる所在地の市税等を滞納していないこと。 

 一関市暴力団排除条例（平成27年一関市条例第38号）第２条第４号に規定する暴力

団員等又は同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等でないこと。 

 空き店舗等の解体工事等に係る請負契約を市内に事業所又は店舗を有する次に掲げ

るいずれかの法人又は個人事業者と締結する見込みであること。 

  ア 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項の規定による許可を受けた者 
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  イ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）第21条の

規定による解体工事業の登録を受けた者 

（補助対象事業） 

第４ 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、空き店舗等に係る事

業で、次に掲げる事業とする。 

 現況調査等事業 現況調査、設計業務等空き店舗等の利活用のために必要な調査等

に関する事業 

 解体工事等事業 解体及び解体と一体不可分で行われると市長が認める付帯工事に

関する事業 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が適当でないと認める事業は、補助対象事業としない。 

（補助対象経費） 

第５ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表第１のと

おりとする。 

（補助対象期間） 

第６ 補助対象期間は、補助金の交付を決定した日から当該決定をした日の属する年度の

末日までとする。 

（補助額及び補助限度額等） 

第７ 補助額及び補助限度額は、別表第２のとおりとする。 

２ 補助金の交付は、同一の申請者（第４に規定する補助対象事業の実施に関する同意を

した所有者若しくは相続人又は所有者等のグループの構成員を含む。）につき年度内１回

限りとする。 

 （補助金の交付の申請） 

第８ 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、中心市街地空

き店舗解体等補助金交付申請書（様式第１号）を、別表第３に定める提出期日までに市

長に提出しなければならない。 

（補助金の交付の決定） 

第９ 市長は、第８の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書

類等の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、補助金の交付が適当と認めたときは、

交付を決定するものとする。 

（前金払） 

第10 補助金の前金払を請求しようとするときは、中心市街地空き店舗解体等補助金前金

払請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（提出書類及び提出期日） 
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第11 規則に定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表第３のとおりと

する。 

 （終期） 

第12 この要綱は、令和９年３月31日限りで、その効力を失う。 

（補則） 

第13 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

別表第１（第５関係） 

補助対象事業 補助対象経費 

現況調査等事業 現況調査、法令等適合調査、アスベスト調査、設計業務等空き家

の利活用に必要となる委託料 

解体工事等事業 解体工事、解体工事と一体不可分で行われると認められる付帯工

事等の工事請負費（家財等の処分費を除く。） 

別表第２（第７関係） 

補助対象事業 補助額 補助限度額 

現況調査等事業 補助対象経費の２分の１に相当

する額以内の額。ただし、1,000

円未満の端数がある場合は、こ

れを切り捨てた額とする。 

空き店舗等１棟につき100万

円 

解体工事等事業 空き店舗等１棟につき300万

円 

別表第３（第11関係） 

条項 提出書類及び添付書類 様式 提出期日

規則第４条の

規定による書

類 

中心市街地空き店舗解体等補助金交付申請書 

１ 事業計画書 

２ 空き店舗等の解体等に関する同意書 

３ 誓約書 

４ 空き店舗等の所有者及び所在地を明らかにする

書類（登記事項証明書等） 

５ 居住地又は主たる所在地の市税等の滞納がない

ことの証明書又はこれに類する書類 

６ 補助対象経費の積算が分かる書類（見積書等） 

第１号 

第２号 

第７号 

第８号 

事業着手

の15日前

までに 
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７ その他市長が必要と認める書類 

規則第６条第

１項第１号、

第２号及び第

３号の規定に

よる書類 

中心市街地空き店舗解体等補助金変更（中止、廃

止）承認申請書 

１ 事業計画書 

２ その他市長が必要と認める書類 

第３号 変更（中

止・廃

止）の理

由が生じ

た日から

15日以内

に 

規則第13条第

１項の規定に

よる書類 

中心市街地空き店舗解体等補助金交付請求（精算）

書 

１ 実績報告書 

２ 領収書の写し 

３ 成果物の写し（調査結果報告書、設計図書等） 

４ 工事写真 

５ その他市長が必要と認める書類 

第４号 

第５号 

事業完了

した日か

ら30日以

内に 


